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Summary 

It is well known that there exists the hydrodynamic interaction between ship's hull and 
rudder which may have a remarkable effect on ship maneuvering. By many experimental 
investigations of lateral force acting on a ship during maneuver, it is found that the hydro-
dynamic force which is induced on the main hull of a ship by steering its rudder comes up 
to about 30% of rudder force. At present, however, the effect of presence of main hull on 
the rudder force is not yet made clear. The main aim of this paper is to deal with the latter 

problem. 
 Assuming that the hull and the rudder can be replaced by a low aspect ratio rectangular 
wing and its flap which is separated from the wing, the integral equations based on nonlinear 
lifting surface theory are derived, and the results of numerical calculation are compared 
with the experimental data. The calculation values of normal force acting on rudder and 
main hull agree fairly well with the experimental ones. Furthermore, by comparing  t`ne 
hydrodynamic forces of rudder and main hull obtained in hull-rudder system with those 
obtained when rudder and main hull exist independently, the authors discuss the hull to 
rudder interaction. 

Consequently, it is shown that additional hydrodynamic force due to steering is induced on 
the main hull, but on the contrary, the rudder effectiveness is reduced compared with that 
in open water.

1　 緒 言

近年,操 縦運動を理論的に解明しようという試みが高

まってお り,M.M.G.(水 槽委員会第2部 会"操 縦運動

の数学モデル研究 グループ")の 手に よって,操 縦運動

に対する研究が明確にまとめあげられた10)。そ こに示さ

れているように,操 縦運動は粘性,渦 などの影響を受け

る部分が多 く,系 統実験によって得られた実験式にたよ

るところが未だに多く残されている。

さて,操 縦運動を考えるうえで,そ の制御入力として

最も重要である舵力を理論的に推定することは,長 年望

まれている大きな問題であるにもかかわらず,舵 が船体

によるwake,プ ロペラによる螺旋流の影響などを受け

る複雑な流れ場に置かれているうえに,船 体 ・プロペラ

・舵の三者の間に干渉が生'じているために,非 常にむず

かしい問題 となり,実 験式にたよらざるをえないのが現

状である。

また,操 舵によって船体に付加流体力が発生すること

はよく知られてお り,M.M.G.報 告に従 うと,船 体が

直進中に舵角を取った場合の船全体 としての横力Nは,

単独舵による横力をNR・COSδ とすると,

(1)

と表現され,実 験的研究14)によ り船体への付加力を表わ

す係数aHは,0.2～0.3程 度になるといわれている。

しかし,船 体背後に置かれた舵の舵力は,舵 が単独の場

合の舵力 と異なることが当然考えられ,(1)式 の物理

的根拠は必ずしも明確でない。

船体と舵の相互干渉に類似の問題としては,航 空の分

野でのフラ ップ翼の解析が あ り,古 くはGlauert4),

Allen1)ら に より理論的および実験的に研究された。 ま

た近年,Whiteand Land ahl13)は,machingの 手法に

より,主 翼とフラップの間にすき間がある場合のコー ド

方向の揚力分布を求めた。しかし,こ れ らはいずれも二

次元翼に対する研究である。
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一方
,船 体と舵を想定した ものとしては烏野7),Hess6)

らに よる研究が挙げられ る。鳥野は迎角を持たない平板

の後に舵を表わすものとして半無限馬蹄渦を置き,こ の

渦が平板に誘起する流体力を求め,そ の大きさが船後舵

の舵力の約3割 程度とな ることを示した。 また,Hess

は ヒンジフラップを持つ平板翼についての理論解析によ

り,舵 が船体に誘起する流体力を求めているが,船 体と

舵のすき間の影響を考えていない。

本論文では,船 体 と舵を長手方向に間隔をおいて並べ

られた二つの平板翼に置 き換えることができるものとし

て,非 線形揚力面理論を基に積分方程式を導き,舵 力お

よび舵 と船体の相互干渉を明らかにしようとしたものて

ある。

2　 フラ ップ付 平板翼 に働 く流 体力

座標系をFig.1に 示 すように定める。 ここで,[1]

は主船体に,[II]は 舵 に相当し,篇 平面は静止水面で

剛体壁と考えている。主船体と舵は横流れ角 β,舵 角δ

で一様流れ σ の中に間隔dで 置かれているとする。こ

のとき,角 度はx軸 より反時計回 りを正とする。

2.1　 定式化および数値解法

流体は理想流体とし,主 船体 ・舵ともに後縁でKutta

の条件を満足するものとする。理論は流出自由渦が翼面

よりある角度Θm,Θfで 流出すると考える非線形揚力面

理論に基づいて展開され,物 体壇界条件によって導かれ

る循環密度分布 γm(ξ,η),γf(μ,ζ)に関する積分方程式

を解 くことによって流体力を求めた。

2.1.1　 定 式 化

翼面を貫 く速度は0で あるとい う物体箋界条件は,渦

による翼面下向き誘導速度をωとすると,

主船体平面上[1]で,

(2)

舵平面上[II]で,

(3)

と表わせる。なお,こ こで,一 様流の速さをUm,Ujと

使 いわけているのは,後 述のβ=0° の実験結果を説明す

るためには舵に流入する速さをひとは異なると考えた方

が良いと思われたので,舵 流入速度Ufを 主船体流入速

度Umと 区別するためである。また,肩 文字は境界条件

を満たす場所を,[ ]内 文字は特異点の場所を表わす。

たとえば,2[IIB]と は舵の束縛渦が主船体に及ぼす下向

き速度を示 している。

各々の誘導速度ωをBiot-Savartの 法則に従って導い

た結果,循 環密度分布を未知とした積分方程式は核関数

Kを 用いて,次 のように表わせる。

主船体平面上,点(x,y)に おいて,

(4)

ここで,右 辺第1項 は主船体の束縛渦および自由渦に

よる主船体面上の誘導速度,第2項 はそれぞれ舵の束縛

渦,自 由渦による主船体面上の誘導速度を表わす。

舵平面上,点(u,υ)に おいて,

(5)

ここて,右 辺第1項 はそれぞれ主船体の束縛渦,自 由

渦による舵面上の誘導速度,第2項 は舵の束縛渦およひ

自由渦による舵面上の誘導速度を表わす。

(4),(5)式 で表わされる連立積分方程式を解 くことに

よって循環密度分布が求まる。非線形揚力面理論に基づ

いた単独翼に対する積分方程式の解法は,宮 田9)に よっ

て示されているが,こ の方法を[1]か つ[II]に 適用す

ることは,数 値計算が繁雑になり得策ではない。さて,

船 体を翼とみなす場合,そ のアスペ ク ト比(d/L)は

0.05～0.1の 小アスペクト比の翼であり,小 アスペクト

比翼理論によって十分な結果が得られることが知られて

いる。従って,本 計算モデルにおいても,主 船体に対し

てBollay2)-菅 井12)に よる小アスペクト比近似を施すこ

とにする。

この仮定は,(4),(5)式 において,主 船体における循

環密度分布 γm,(ξ,η)をスパン方向に一定とし,か つ,

箋界条件を満足する点を[1]で はy=0の 線上に限る

ことに相当する。これによってηに対する積分が実行さ

れ,(4),(5)式 第1項 の積分が一変数によるものとなり,

問題 もい くぶん単純化される。このようにして導かれた

積分方程式は次のように与えられる。

主船体平面上,点(x,0)に おいて,Fig. 1 Coordinate  system
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(6)

舵 平 面 上,点(u,υ)に おい て

(7)

となる。

ここで,各 核関数は次のように表わされる。

(8)

(9)

(10)

た だ し,

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

た だ し,

(16)

(17)

(6)　式を第1項 までで打ち切ると,主 船体が単独に存

在する場合に得られるBollayの 積分方程式である。ま

た,第2項 は舵から主船体への干渉項である。同様に,

(7)　式第1項 は主船体から舵への干渉項,第2項 は舵が

単独に存在する場合の厳密な式である。

(6),(7)式 か ら,Θm,Θfを 既知として γm(ξ),γf(μ,

ζ)を 求めれば,Kutta-Joukowskiの 定理によ り主船

体,舵 に働 く流体力は次のように求まる。

主船体において,揚 力LHR(最 初 の下つき添字は流体

力の作用場所,次 の添字は舵または主船体の存在を表わ

す),直 圧力NHR,主 船体中心まわ りのモーメントMHR〓

は,

(18)

(19)

(20)

とな り,ま た 舵 に お い て,揚 力LRH,直 圧 力NRHは,

(21)

(22)

とな る 。

2.1.2　 自由渦の流出角Θm,Θf

非線形揚力面理論により導かれた積分方程式内には,

循環密度分布 γと自由渦の流出角Θ の2種 類の未知数(が

含まれてお り,通 常,自 由渦の流出角を既知の値として

解かれる。この値に対 しては多 くの議論があ り,極 小ア

スペクト比翼に対 しては無限小アスペクト比翼に対する

極限値よりΘ=β/2,低 アスペクト比翼に対してはΘ=

β とすると良いといわれている。

極小アスペクト比翼と低アスペクト比翼よりなる本モ

デルに対して,こ れらに従ってΘm,Θfを 決定すると,

主船体からの自由渦と舵からの自由渦が交叉することが

生じる場合があ り,Helmholtzの 渦定理に反する結果を

招 く。そこで,本 論文では,Θm,Θfを 翼端より流出す

る自由渦の可視化実験を行って決定した。

可視化実験より,主 船体から流出する自由渦は,翼 端

から翼面近 くで大きく巻き上がる強い渦となって θm≒

β/2で 流 出し,舵 から流出した渦はこの翼端渦に沿 うよ

うに,ま たは巻き込まれるように流れていくことが観測

された。そこで,Θm,Θfを 次式のように仮定した。

(23)

(24)

2.1.3　 数 値 解 法

(6),(7)式 に示 した積分方程式は,そ の核関数が特異

性を有するために,こ のまま数値積分を行っても有意な
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値は得られない。そこで,積 分方程式内の未知関数をフ

ー リエ級数に展開できるものとして,そ の係数を未知数

とする問題に置 き換えて考える。薄翼理論の積分方程式

の解法は多くの研究者によって示 されている5)が,こ こ

では,主 船体に対 しては菅井,舵 に対 しては宮田によっ

て示された方法を基にして解 くこととした。

各変数を次のように変数変換する。

(25)

また,循 環密度分布 γm(ξ),γf(μ,ζ)をそれぞれ後縁

でKuttaの 流 出条件を満足するように,

(26)

た だ し,

(27)

(28)

と仮 定 す る。

(25),(26),(28)式 を(6),(7)式 に 代 入 し,コ ー シー

の 主 値 積 分 お よび 特 異 点 近 傍 に お け る積 分 を 実 行 す る と

(6),(7)式 は,最 終 的 に 次 の よ うなap,anm.に 関 す る連

立 方 程式 に 導 か れ る。

(29)

(30)

た だ し,

(31)

(32)

(33)

こ こで,

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

(39)

た だ し,m=0の と きcosmyは1/2と 読 み か え る 。

(40)

これ を 解 け ば,(26),(28)式 よ り主 船 体,舵 に対 す る

循 環 密 度 分 布 が 決 定 さ れ る 。

本 論 文 で は,主 船 体 ア ス ペ ク ト比Am=0.15,舵 アス

ペ ク ト比Af=2.0,Sm=Sfの モ デル を 対 象 と して数 値

計 算 並 び に 実験 を行 っ た 。 さ ら に,舵 と主船 体 へ の流 入

速 度 の 比 を 表 わ すVは,特 に こ とわ らな い 限 りV=1と

した 。 ま た,級 数 の 数 はn=17,MC=5,NC=3と して

計 算 を 行 った 。

循 環 密 度 分 布 の ス パ ン 中心 線 上 の コ ー ド方 向分 布 を

Fig.2,Fig.3,Fig.4に 示 す 。 これ ら の図 は舵 の コー ド長

さを10培 に ス ケ ール ア ップ し てい る。 図 中,破 線 は 舵

に対 して も小 ア スペ ク ト比 近 似 を 施 した式 に よる結 果 で

あ る11)。Fig.2は β=0° と し てい るた め,純 粋 に舵 に よ

っ て主 船 体 に誘 起 され た力 の分 布 を示 して い る 。

 Fig.  2 Chordwise distributions of vorticity 

for ƒÀ=0•‹,*d=0.01
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(26),(28)式 を用いて各流体力を表わす と,

(41)

(42)

(43)

た だ し,m=0の ときcos mν は1/2と 読 み か え る。

とな る 。 また,無 次元 係 数 を

(44)

(452

(46)

(47)

(48)

さらに,主 船体と舵の距離を表わすパラメータ*dを

(49)

と定義する。

2.2　 実験および計算値との比較

Fig.5に 示すような平板模型により,斜 行実験を行い

主船体,舵 に働 く直圧力を計測した。直圧力は支持棒に

取 り付けられているブロック ・ゲージにより検出された

出力を積分器を通して時間平均することによって求めら

れた。実験は,迎 角 β,舵 角 δ,間 隔d,前 進速度 σ

をTable1に 示すように組み合わせて行った。

主船体,舵 それぞれ の単独実験による直圧力係数を

Fig.6,Fig.7に 示す。Fig.7に おける実験値は,δ=土

20°ですでに失速 している ものと考 え られる。また図

中,1点 鎖線は藤井3)に よって示 された舵直圧力に対す

る式,

(50)

である。主船体,舵 ともに計算値と実験値はよく一致し

 Fig.  3 Chordwise distributions of vorticity for

β=10°, *d=0.01 when δis　 negative

Fig.4 Chordwise distributions of vorticity for

β=10°, *d=0.01 when δis　 posttlve

Fig. 5 Apparatus of model testing 

Table 1 Experimental conditions

Fig.  6 Normal force coefficients of main hull 

without rudder
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ている｡

Fig.8,9,10は 主船体背後に置かれた舵に働 く直圧力

CNRHを 舵角を横軸に示したものである。図中点線は,

舵の循環密度分布をスパ ン方向に一定とした ものであ

る。これより,舵 に対しても小アスペク ト比近似を用い

ることは,舵 力を過大評価することがわかる。実験値と

計算値はよく一致してお り,舵 が主船体のback側 にあ

るときはface側 にあるときと比べて,迎 角 βによる依

存度が少なくなる傾向がみられる。

また,CNRHを*dを 横軸に表わしたものをFig.11,

12に 示す。 これは,主 船体と舵の間隔*dが 小さくな

ると舵力は小さくなるとい う傾向を示 しており,計 算値

もこの傾向をよく表わしている。

Fig13,14に は,主 船体に働 く直圧力CNHRを 舵角

Fig.  7 Normal force coefficients of rudder in 

open water

Fig.  8 Normal force coefficients of rudder 

CNRH vs.  ƒÂ for  *d=0.  01

Fig.  9 Normal force coefficients of rudder 

CNRH vs.  ƒÂ for  *d=0.  025

Fig. 10 Normal force coefficients of rudder 

CNRH vs. ƒÂ for  *d=0.  1

Fig. 11 Normal force coefficients of rudder 

CNRH vs.  *d for  ƒÂ=  +  5•‹

Fig. 12 Normal force coefficients of rudder 

CNRH vs. *d for  ƒÂ=  +  10•‹
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を横軸にして示した。図中,1点 鎖線が単猿時の値を示

してお り,こ れらの差が舵によって誘起された力 であ

る。

3　 舵 と船体の相互干渉

3.1　舵が船体に誘起する流体力

操舵による舵力発生に伴い船体に付加流体力が発生す

ることは緒言で述べた。迎角β=0° で舵角のみを取った

ときに主船体に生じる流体力は,舵 によって誘起された

付加流体力に他ならない。このために生 じた主船体中心

まわ りの回頭モーメントをFig.15に 示す。また,こ れ

らの流体力の着力点を示 したものがFig.16で,縦 軸は

船首端を0,船 尾端を1.0と したときの位置を示 してい

る。主船体と舵の間隔*dが 大きくなるほど,着 力点は

船首の方へ移動する傾向が現われてお り,こ れらの位置

は,計 算ではほとんど舵角にはよらないとい う結果を得

た｡

Fig.17はFig.15と 同 じ状態の場合に生 じた主船体の

付加直圧力ΔNHRが その ときの舵直圧力の船体垂直方

向成分NRH・cosδ の何%で あるかを示したものである。

実験値計算値 ともに主船体 と舵の間隔*dが 小さくなる

と,舵 力に比べて船体に付加される直圧力は急激に大き

くな り,こ の傾向は烏野によって示された結果 と一致す

る。

迎角がある場合の一例をFig.18に 示 す。これも,迎

角がない場合と同様の傾向を示 している。

3.2　 船体背後に置かれた舵の効果

船体背後に置かれた舵の特性は,単 独の場合とは異な

ることが考えられる。一般に揚力体が流れの方向に並べ

られた場合,背 後の揚力体の特性は減少するといわれて

Fig. 13 Normal force coefficients of main hull 

CNHR vs. ƒÂ for  *d=0.01

Fig. 14 Normal force coefficients of main hull 

CA/7NR  vs. ƒÂ for *d=0.1

Fig. 15 Induced-moment coefficients at midship 

of main hull due to steering

Fig. 16 Center of pressure of induced force on 

main hull due to streering

Fig. 17 Normal force induced on main hull due 

to steering
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い る。この関係を表わしたものをFig.19に 示す。Fig.

19は 迎角 δ=0° の とき主船体背後に置かれた舵の直圧

力が,単 独時の直圧力の何%で あるかを示したものであ

る。図中,V=1.0と した計算結果は,舵 流入速度 と船

速が同一であるとした場合のものである。これ より,舵

への流入速度の減少お よび船 体に よる整流効果がない

(迎角 β=0° であるため)場 合でも,船 体背後に置かれ

た舵の効果は単独時よりも減少し,主 船体 と舵の間隔が

小さくなるとかなり大きな減少 となることがわかる。

一方
,実 験結果はV=1.0の 計算結果を一様に下まわ

った。これは,実 際には主船体によるwakeな どの影響

によって,舵 への流入速度が減少しているにもかかわら

ず,そ の無次元化の際に模型の曳航速度をとったためで

あると考えられる。そこで,舵 と主船体への流入速度の

比を表わすパラメータV=0.85と して計算を行い,そ

の結果を実験(値と同様にUmに よって無次元化 して,

Fig.19に 示 した｡そ の結果,β=0° でのCNRHはUf

=0.85Umと 考 えることに よって説明できることがわ

かった。

3.3　 舵 の形状変化に伴 う影響

ここで示 した相互干渉を表わす係数が,形 状の変化に

伴ってどのような変化を示すか,と いうことは興味のあ

る こ とで あ る 。 そ こで,主 船 体 の形 状 は 一定 とし て,舵

の形 状 を 系統 的 に変 化 さ せ て 数 値 計 算 を 行 っ た 。 た だ

し,以 下 の計 算 で は*dを*d=0.025と 一定 に した 。

舵 の ス パ ン長 さ を一 定 とし て コー ド長 さを変 化 させ た

とき のCNRH/CNR,ΔNHR/NRH・cosδ,ま た そ の とき

の付 加 力 」CzVHR,舵 力CNRHをFig.20に,舵 ア スペ

ク ト比 を一 定(∧f=2.0)と した と きの,舵 面積 比f・sf/

c・Smに よる変 化 をFig.21に,舵 面 積 比 を一 定(=1/

66.667)と した と きの 舵 アス ペ ク ト比 に よる変 化 をFig.

Fig. 18 Normal force induced on main hull due 

to steering

Fig. 19 Deduction of rudder characteristics due 

to rudder-hull interaction

Fig.  20 Main-hull to rudder interaction for 

various areas of rudder with constant 

span

Fig. 21 Main-hull to rudder interaction for 

various areas of rudder  with constant 

aspect ratio

Fig. 22 Main-hull to rudder interaction for 

variation of rudder aspect ratio
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22に 示 した。

これら3種 類の試行の結果,舵 面積比が大きくなると

ΔNHR/NRH・cosδ は小さくなり,CNRH/CNRは 大 きく

なる傾向をもつことがわかった。しかし,実 用範囲にお

ける舵の大きさに対 しては,い ずれも一定と見なしてさ

しつかえないといえる。

4　 結 言

舵と船体の相互干渉を研究するために,船 体と舵は小

アスペクト比平板翼と低アスペク ト比平板翼とが流れの

方向に並べられたものに置き換えることができるとする

仮定の下で,非 線形揚力面理論に基づいてフラップ付小

アスペクト比平板翼に対する積分方程式を導ぎ,そ の数

値計算の結果 と∧m=0.15,∧f=2.0の 模型による斜

行実験の結果とを比較した。その結果,次 のことが明ら

かになった。

1)　操舵による舵力の発生は,船 体後端付近に付加流

体力を発生させる。この付加流体力の大きさは船体と舵

の間隔によって大きく変化 し,こ の間隔が小さくなるに

つれて急激に大きくな り,舵 力と比べるとかなりの大き

さになる。また,迎 角 ・舵角によっても変化するが,そ

のときの舵力 との比ΔNHR/NRH・COSδ で表わすと,こ

れらによる値の変化はわずかの量 となり,実 用的見地か

らは一定と見なし得る。これは,加 藤 ・元良8)に よって

示された結果と一致する。

2)　舵の前方に船体が存在するとい うことそ のもの

が,舵 に生じる循環に変化を与え,船 体によるwake,

整流効果らによる影響が全 くない場合でも,舵 の効果は

舵単独のときのものよりも低下する。この舵力低下は舵

角 ・迎角によらず,船 体と舵の間隔が小さくなると大き

くなる。

3)　 2)の舵力低下は,1)の 船 体における付加流体力の

発生に伴うdownwashに よるものであると考えられ,

舵 と船体は相互に干渉しあっている。

従って,操 舵に伴 う流体力の推定には,干 渉項 として

船体への付加流体力以外に舵力の低下をも考慮する必要

がある。

4)　 本論文で用いた相互干渉を表わす無次元値は,船

体形状を一定 としたとき,実 用範囲での舵に対 しては一

定と見なせる。

以上の議論は,船 体を平板に置き換えられるという仮

定の下でなされたものであり,船 体の厚み,船 尾形状,

プロペラによる影響および旋回運動の影響11)など,こ ま

かい多くの問題が残 されてお り,今 後の研究の発展に期

待したい。

終 りに,数 値計算に関して御助言いただいた,東 京大

学 宮田秀明助教授,ま た,実 験に関して御助力いただ

いた,同 運動性能研究室職員諸氏,同 大学院生 加納敏

幸氏に深 く感謝の意を表する。

数値計算は東京大学大型計算機センターHITAC 8800

/8700を 使 用した。関係各位に厚く御礼申し上げる。
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